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          平成28年３月22日 

企画財政部財政課 

 

平成26年度秋田市の財務書類について 

 

１ 新地方公会計制度の概要 

    地方公共団体の予算・決算は、現金の収支に基づく現金主義を採用し、経

済活動の取引を一面的に記録する単式簿記で記帳しています。この制度は、

現金の収入と支出の状態がわかりやすい反面、資産や負債に関する情報や、

行政サービスを提供するために発生した、非現金などのコスト情報が不足し

ています。 

新地方公会計制度では、「現金主義・単式簿記」によるこれまでの会計制度

に、「発生主義・複式簿記」といった企業会計的な手法を取り入れることによ

り、資産・負債などのストック情報や、現行の会計制度では見えにくいコス

トを把握することが可能になります。 

財政状況をわかりやすく開示するとともに、資産や債務の管理などに活用

することで、財政の効率化・適正化を図るものです。 

 

 

２ 本市の取組 

本市では、財政状況を明らかにする取組の一つとして、平成13年度決算か

ら「普通会計貸借対照表（総務省方式（旧モデル））」を作成しています。 

また、平成18年度決算からは、普通会計貸借対照表に加えて「行政コスト

計算書」を作成しています。 

平成20年度決算からは、国の「地方公共団体における行政改革の更なる推

進のための指針（平成18年８月）」に基づき、普通会計・市全体に加え、外郭

団体や一部事務組合を含めた「連結」の財務書類４表を「総務省方式改訂モ

デル」で作成しています。 

 

 

３ 財務書類４表の関連性 

    財務書類４表は次表のとおり相互に関連しており、各表に計上している金

額はそれぞれ一致しています。 
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【行政コスト計算書】

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

負　債資　産

純資産

【貸借対照表】

歳計現金

収 入

－

支 出

歳計現金増減額

＝
＋

期首歳計現金残高

＝

期末歳計現金残高

経常行政コスト

－

経常収益

＝

純経常行政コスト

期首純資産残高

－

純経常行政コスト

＋

一般財源・補助金等受入等

±

資産評価替え等

＝

期末純資産残高

 

 

４ 普通会計財務書類 

    普通会計とは、公営事業会計以外の会計を統合して一つの会計としてまと

めたもので、本市の普通会計は、次の５つの会計で構成されています。 

・一般会計

・土地区画整理事業会計

・市有林会計

・市営墓地会計

・母子寡婦福祉資金貸付事業会計

普通会計

 

  ※作成の基準日は、平成27年３月31日としています。なお、出納整理期間（平成27

年４月１日～平成27年５月31日）における収入支出については、基準日までに終了

したものとして処理しています。 
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(1) 貸借対照表 

貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している資産（財産）

と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に

対照表示しています。 

平成26年度末の資産額は、公共資産が4,023億8,500万円、各種団体への出

資金や貸付金などの投資等が427億3,700万円、現金預金や未収金などの流動

資産が180億8,200万円で合計4,632億400万円となっています。 

負債は、1,637億9,600万円で、その約８割が地方債です。資産から負債を

差し引いた純資産は2,994億800万円となっています。 

前年度との比較では、資産は10億3,200万円減少し、負債は9億2,100万円減

少しています。 

（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]

１公共資産 402,385 １固定負債 146,966

(1)事業用資産 178,233 (1)地方債 127,735

(2)インフラ資産 221,761 (2)退職手当引当金 19,231

(3)売却可能資産 2,391

２流動負債 16,830

２投資等 42,737 (1)翌年度償還予定地方債 13,395

(1)投資及び出資金 21,762 (2)その他 3,435

(2)貸付金 1,034

(3)基金等 17,998 負債合計 163,796

(4)長期延滞債権等 1,943

[純資産の部]

３流動資産 18,082

(1)現金預金 17,558 純資産合計 299,408

(2)未収金 524

資産合計 463,204 負債・純資産合計 463,204

借　　　方 貸　　　方

 

 

 

※事業用資産：公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産 

※インフラ資産：道路、河川等の社会基盤となる資産 

※売却可能資産：遊休資産や未利用資産など、現在行政目的のために使用されてい

ない資産 

※退職手当引当金：特別職を含む全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合の

退職手当見込み額 
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（公共資産内訳）

（単位：百万円）

26年度
Ａ

25年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

事業用資産 総務 23,483 20,632 2,851

教育 98,898 100,079 △ 1,181

福祉 7,045 7,221 △ 176

環境衛生 25,598 26,833 △ 1,235

産業振興 16,202 16,451 △ 249

消防 7,007 5,954 1,053

178,233 177,170 1,063

インフラ資産 生活インフラ・国土保全 221,761 222,331 △ 570

221,761 222,331 △ 570

借　　　方

事業用資産計

インフラ資産計  
 

 

(2) 行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、１年間（４月１日～翌年３月31日）の行政活動のう

ち、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費（福祉、ごみ収集など）

と、その行政サービスの対価として得られた収入金等の財源を対比させてい

ます。 

経常行政コストは1,019億7,700万円で、人件費などの「人にかかるコスト」

が202億400万円、物件費や減価償却費などの「物にかかるコスト」が282億

2,500万円、生活保護などの扶助費や特別会計への繰出金などの「移転支出的

なコスト」が516億5,700万円、公債費の支払利息などの「その他のコスト」

が18億9,100万円となっています。 

（前年度との比較）
（単位：百万円）

借　　方
26年度

Ａ
25年度

Ｂ
増減額
Ａ－Ｂ

貸　　方
26年度

Ａ
25年度

Ｂ
増減額
Ａ－Ｂ

[資産の部] [負債の部]

１公共資産 402,385 401,684 701 １固定負債 146,966 147,503 △ 537

(1)事業用資産 178,233 177,170 1,063 (1)地方債 127,735 126,688 1,047

(2)インフラ資産 221,761 222,331 △ 570 (2)退職手当引当金 19,231 20,815 △ 1,584

(3)売却可能資産 2,391 2,183 208

２流動負債 16,830 17,214 △ 384

２投資等 42,737 45,972 △ 3,235 (1)翌年度償還予定 13,395 13,415 △ 20

(1)投資及び出資金 21,762 24,049 △ 2,287    地方債

(2)貸付金 1,034 1,058 △ 24 (2)その他 3,435 3,799 △ 364

(3)基金等 17,998 18,836 △ 838

(4)長期延滞債権等 1,943 2,029 △ 86 負債合計 163,796 164,717 △ 921

３流動資産 18,082 16,580 1,502 [純資産の部]

(1)現金預金 17,558 16,010 1,548

(2)未収金 524 570 △ 46

資産合計 463,204 464,236 △ 1,032 負債・純資産合計 463,204 464,236 △ 1,032

純資産合計 299,408 299,519 △ 111
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経常収益は37億2,200万円で、経常行政コストから経常収益を差し引いた純

経常行政コストは、982億5,500万円となっています。 

経常行政コスト総額では、前年度より10億1,000万円増加し、純経常行政コ

ストは、12億9,700万円増加しています。 

（単位：百万円）

26年度
Ａ

25年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

[経常行政コスト] 101,977 100,967 1,010

１ 人にかかるコスト 20,204 21,276 △ 1,072

(1)人件費 18,649 18,760 △ 111

(2)退職手当引当金繰入 462 1,404 △ 942

(3)賞与引当金繰入 1,093 1,112 △ 19

２ 物にかかるコスト 28,225 28,679 △ 454

(1)物件費 13,288 12,560 728

(2)維持補修費 1,772 3,055 △ 1,283

(3)減価償却費 13,165 13,064 101

３ 移転支出的なコスト 51,657 48,716 2,941

(1)社会保障給付 29,355 27,767 1,588

(2)補助金等 6,604 4,968 1,636

(3)他会計等への支出額 14,736 15,434 △ 698

(4)他団体への公共資産整備補助金等 962 547 415

４ その他のコスト（公債費利払等） 1,891 2,296 △ 405

[経常収益] 3,722 4,009 △ 287

使用料・手数料 2,561 2,543 18

分担金・負担金・寄附金 1,161 1,466 △ 305

純経常行政コスト
（経常行政コスト－経常収益）

98,255 96,958 1,297
 

 

 

※退職手当引当金繰入：将来の退職手当のうち当期発生した分 

※物件費：旅費、備品購入費、委託料などの経費 

※維持補修費：施設などの維持修繕に要する経費 

※減価償却費：有形固定資産が経年劣化などに伴い価値が減少したと認められる額 

※社会保障給付：高齢者や障がい者に対するサービス給付、生活保護などに要する

経費 

※補助金等：各種団体に対する補助金等 

※他会計等への支出額：特別会計など他会計に対する繰出金 

※他団体への公共資産整備補助金等：他団体の公共資産整備のために支出された補

助金等 
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(3) 純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」が平成26年４月１日か

ら平成27年３月31日までの間に、どのような財源や要因で変動したかを表し

ています。 

平成26年度末現在の純資産残高は2,994億800万円で、１年間で１億1,100

万円減少しています。 

これは、純経常行政コストが982億5,500万円であるのに対して、地方税や

地方交付税、補助金等の受入額が1,015億2,200万円となったものですが、市

立秋田総合病院の地方独立行政法人化に伴う出資金の減額分33億2,000万円

を投資損失として計上したことにより、全体で前年度の期末純資産残高から

減少したものです。 

（単位：百万円）

26年度
Ａ

25年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

期首純資産残高 299,519 296,573 2,946

純経常行政コスト △ 98,255 △ 96,958 △ 1,297

一般財源 74,331 74,764 △ 433

地方税 43,820 43,745 75

地方交付税 23,157 24,601 △ 1,444

その他行政コスト充当財源 7,354 6,418 936

補助金等受入 27,191 25,193 1,998

臨時損益 △ 3,350 10 △ 3,360

資産評価替・無償受入 △ 38 △ 63 25

その他 10 0 10

期末純資産残高 299,408 299,519 △ 111
 

 

 

(4) 資金収支計算書 

資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つ

の区分（「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の

部」）に分けて表示したものです。 

経常的収支の部は、日常の行政活動による資金収支の状況を表しています。

支出額には人件費や社会保障給付、収入額には市税や地方交付税、使用料・

手数料などの収入を計上しています。 

公共資産整備収支の部は、公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況を

表しています。公共資産の整備などによる支出とその財源となる国県支出金、

地方債などの収入を計上しています。 

投資・財務的収支の部は、主に地方債の元金償還の資金の出入りを表して
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います。そのほか貸付金や基金の積立てなどによる支出とその財源となる国

県支出金、地方債などの収入を計上しています。 

平成26年度の期末歳計現金残高は、平成25年度末の20億2,700万円から７億

9,800万円増加し、28億2,500万円となっています。 

また、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、22億5,100万円の黒字

となっています。 

（単位：百万円）

26年度
Ａ

25年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

１経常的収支 20,731 24,172 △ 3,441

支出 86,550 84,877 1,673

収入 107,281 109,049 △ 1,768

２公共資産整備収支 △ 4,497 △ 5,092 595

支出 17,659 12,574 5,085

収入 13,162 7,482 5,680

３投資・財務的収支 △ 15,436 △ 18,890 3,454

支出 21,432 26,650 △ 5,218

収入 5,996 7,760 △ 1,764

当年度歳計現金増減額 798 190 608

期首歳計現金残高 2,027 1,837 190

期末歳計現金残高 2,825 2,027 798

（基礎的財政収支）
（単位：百万円）

26年度
Ａ

25年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

　収入総額 126,439 124,291 2,148

　地方債発行額(△) 14,516 10,487 4,029

　財政調整基金等取崩額(△) 0 2,200 △ 2,200

小計 a 111,923 111,604 319

　支出総額 125,641 124,101 1,540

　地方債元利償還額(△) 15,219 15,432 △ 213

　財政調整基金等積立額(△) 750 2,272 △ 1,522

小計 b 109,672 106,397 3,275

基礎的財政収支 a-b 2,251 5,207 △ 2,956  

 

 

※基礎的財政収支：公債費関連の歳入・歳出を除いた財政収支 

 

 

 


